
気候・食糧ネクサス：地球規模リ
スクと変革的機会
気候変動はもはや未来のリスクではなく、グローバルな食料システムに構造的な混乱

をもたらす現代の推進力となっています。この混乱は、深刻な人道的・経済的課題を

生み出す一方で、同時に2つの核心的メガトレンドへの数兆ドル規模の投資の波を触
媒しています。



エグゼクティブサマリー

科学的コンセンサスと投資の土台

IPCCの第6次評価報告書（AR6）によって
強化された科学的コンセンサスは、気候変

動対策に関する政策行動の揺るぎない基盤

を提供しています。これにより、関連ソリ

ューションへの長期投資リスクが大幅に低

減され、資本流入の加速が期待されていま

す。

深刻化する食糧危機

世界の食糧危機は悪化の一途をたどってい

ます。気候変動によるショックは、紛争や

経済の不安定性と相まって「脅威の増幅

器」として機能し、すでに脆弱な食料シス

テムに対して前例のない圧力をかけていま

す。

多様な投資機会

再生可能エネルギーのような成熟したイン

フラ投資から、ゲノム編集や培養タンパク

質のようなベンチャーキャピタル的な投資

まで、リスクスペクトラム全体にわたる投

資機会が急速に拡大しています。この市場

は、今後10年間で数兆ドル規模に成長す
ると予測されています。

気候変動と食糧安全保障の交差点は、21世紀における最も緊急かつ複雑な課題の一つです。しかし同時に、革新的なソリューションを提供する企
業にとって、歴史的な投資機会も創出しています。本レポートでは、この重要なネクサスを詳細に分析し、投資家と政策立案者に実用的な洞察を提

供します。



不可避の現実：気候変動による世界地図の再描画

IPCCの重要な結論
IPCC第6次評価報告書は、人間の活動が「疑う余地なく（unequivocally）」地球温暖化を引き起こし
たと断定しました。2011年から2020年の期間で、世界の地表温度は産業革命以前に比べて1.1∘C上昇
しています。

この科学的確実性の高まりは、気候変動対策ソリューションを提供する企業への資本流入を加速させ

る一方で、気候変動への移行に適応できない企業の座礁資産リスクを大幅に増大させています。

観測されている具体的な影響

食料安全保障の低下

気候変動により、主要農作物の収量が世界各地で減

少しています。特に熱帯・亜熱帯地域では、トウモ

ロコシ、小麦、コメの生産量に対する悪影響が顕著

です。これにより、食料価格の不安定性と供給の不

確実性が高まっています。

異常気象の激甚化

熱波、干ばつ、洪水、山火事などの極端な気象現象

が頻度、強度ともに増加しており、農業生産と食料

流通インフラに甚大な被害をもたらしています。こ

れらの事象は予測困難であり、リスク管理を複雑化

させています。

水不足の深刻化

世界人口の約40%が水ストレスの影響を受けてお
り、気候変動によりこの状況は悪化しています。灌

漑に依存する農業地域では、水資源の減少により生

産性が低下し、食料生産能力が制限されています。



人類への影響：深刻化する世界の食糧危機

7.33億
飢餓人口

2023年に飢餓に直面した人々（世界人口の約
11人に1人）

23.3億
食料不安人口

中程度または重度の食料不安に直面している

人々

20.4%
アフリカの栄養不足率

アフリカでは5人に1人が飢餓に直面

これらの統計が示す人道支援における慢性的かつ拡大する資金不足は、単なる悲劇ではなく、強力な市場シグナルです。これは、従来の寄付ベー

スのモデルが、構造的な食糧危機に対応する上でスケールアップに失敗していることを明確に示唆しています。

気候変動の影響は、すでに脆弱な食料システムに対して前例のない圧力をかけており、特に最も脆弱なコミュニティに不均衡な影響を与えていま

す。この危機は、より強靭で持続可能な食料システムへの移行を加速させるための、緊急かつ協調的な行動を要求しています。



投資メガトレンド Part 1：根本的な緩和戦略

エネルギートランジション

再生可能エネルギー市場は2024年の6,270億米ドルから、年平均成長率
11%で成長し、2037年には1兆8,380億米ドルに達すると予測されてい
ます。

この急成長市場では、主に風力、太陽光、水素などのクリーンエネル

ギー技術が中心となっています。日本においても、2050年カーボンニ
ュートラル実現に向けた政策が強力に推進されています。

主要企業：NextEra Energy、Iberdrola、ENEOSホールディングス、
東京電力HD

カーボンマネジメント経済

IEAは、2030年までに世界の炭素回収量を現在の20倍に拡大する必要
があると指摘しています。日本政府も2030年までに年間600万～1,200
万トンのCO2貯留を目標としています。

炭素除去・貯留技術は、特に農業やセメント生産などの排出削減が困

難なセクターにおいて、ネットゼロ達成に不可欠な要素となっていま

す。

主要企業：Occidental Petroleum、三菱重工業、日揮HD、INPEX

これらの緩和戦略は、気候変動の根本原因に対処するための長期的アプローチを提供しています。特に日本では、エネルギー安全保障の観点から

も、再生可能エネルギーへの移行とカーボンマネジメント技術の開発が国家的優先事項となっています。



投資メガトレンド Part 2：強靭な21世紀型食料システムの構築

デジタルファーム

クボタ (6326)：スマート農業ソリューションの
グローバルリーダー。自動運転トラクター、コ

ンバイン、田植機といった「アグリロボ」シリ

ーズを提供。精密農業技術により、労働力不足

の解消と生産性向上を同時に実現しています。

プロテイン革命

代替タンパク質市場は2030年に6兆5,000億円
（2022年比4.0倍）と予測されています。陸上養
殖市場も2032年に295億ドルへの成長が見込ま
れています。この革命的変化は、動物性タンパ

ク質生産の環境負荷を大幅に削減する可能性を

秘めています。

未来の種子

CRISPR-Cas9などのゲノム編集技術により、干
ばつ、熱、病害虫に耐性を持つ新しい品種の開

発が進行中です。これらの技術は、気候変動下

でも安定した収量を確保する「気候スマート農

業」の基盤となります。

食品ロス削減

セブン＆アイ・ホールディングス (3382) は販売
期限が近い商品にポイントを付与する「エシカ

ルプロジェクト」を展開しています。食品廃棄

物削減技術と実践は、食料システムの効率化と

環境負荷軽減の両面で重要な役割を果たしてい

ます。

水技術

東レ (3402) はRO膜の世界最大手であり、世界
中の大規模海水淡水化プラントに製品を供給し

ています。水処理・浄化技術は、気候変動によ

る水不足が深刻化する中で、食料生産の持続可

能性を確保するための重要な要素となっていま

す。

これらの革新的なソリューションは、気候変動の影響に対して食料システムの強靭性を高めるとともに、より効率的で持続可能な食料生産への移行を促進していま

す。日本企業も、この分野でグローバルなリーダーシップを発揮しつつあります。



代替タンパク質市場の急成長

植物由来タンパク質

大豆、エンドウ豆、小麦グルテンなどを原料とする代替肉製品。日本では大豆ミートを使用

した商品が急速に普及しています。製造プロセスが比較的単純で、すでに市場に広く浸透して

います。

微生物発酵由来

微生物を利用してタンパク質を生産する技術。伝統的な発酵食品の知識を持つ日本企業は、

この分野で強みを発揮しています。精密発酵技術により、従来の畜産に比べて環境負荷を大幅

に削減できます。

細胞培養肉

動物細胞を培養して作る肉。従来の畜産に比べて土地・水使用量を大幅に削減。日本では規

制環境の整備が進み、研究開発が加速しています。現在は高コストですが、急速にスケール

アップが進んでいます。

代替タンパク質市場は2022年から2030年にかけて4倍の成長が予測されています。この市場拡大は、消費者
の健康志向の高まり、環境意識の向上、そして食料安全保障への関心増大によって推進されています。

日本市場においては、日本ハム、伊藤ハム米久HD、DAIZなどの企業が積極的に参入し、市場をリードし
ています。特に日本の食文化に合わせた代替タンパク質製品の開発が進んでおり、グローバル市場でも競

争力を持つ可能性があります。



戦略的統合と将来展望

破壊的専業企業
高リスク・高リターン

革新的な食料生産技術や炭素除去ソリューションを専門とするスタートアップ企業。技術的革新性は高いが、市場導入リスクも大きい。

技術イネーブラー
中リスク・高成長

持続可能な食料生産や再生可能エネルギーのための基盤技術を提供する企業。既存事業からの安定収益を持ちながら、成長市場への

拡大を図る。

インフラ・産業財
低リスク・安定成長

クリーンエネルギーインフラや持続可能な農業設備を提供する大手企業。規模と実績を活かした着実な成長が期待

される。

気候・食糧ネクサスに対して、スケーラブルかつ商業的に実行可能なソリューションを提供する企業は、大きな投資リターンを生み出すだけでなく、より持続可能で公平なグローバルシステムの構築に不可欠な役割を果たすことになるで

しょう。

今後、炭素価格、農業補助金といった政策動向や、DACのコスト、培養肉の生産コストといった技術的マイルストーンを注視することが、この分野で優れた投資成果を上げるための鍵となります。特に日本市場においては、政府の「グリ
ーン成長戦略」の展開が、新たな投資機会を創出していくでしょう。


